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研究要旨：本分担研究では、各都道府県における肝炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・肝

癌対策の現状と課題を把握するために、新潟・石川・愛媛・福岡・佐賀・鹿児島の 6県

の肝炎・肝癌に関する疫学データや対策実施状況の視覚化を試みた。その結果、以下の

ことが明らかになった。 

1. 肝癌死亡率・死亡数は全国的に低下がみられ、特にもともと高かった都道府県

（佐賀、福岡など）ではその変化が著しい。一方、近年、全国的に死亡率が低下

したため、佐賀など人口の少ない都道府県では死亡率順位の頻繁な入れ替わり

が見られた。 

2. 2008-2021年における 6県の【健康増進事業による肝炎ウイルス検査】数および

陽性率について、いずれの県においても陽性率の経時的な低下傾向がみられた。 

3. 2018-2021年の都道府県別にみた肝炎対策の取り組み状況のうち、6種類のスコ

ア化を行い、4年間の推移をみたところ、コロナ禍初年度である 2020年度には、

受診関連スコア、フォローアップ関連スコア、診療連携関連スコアが減少傾向を

示し、特に受診関連スコア・診療連携関連スコアにおいて大きく低下が認められ

た。大きくスコアが減少した要因として、「陽性者への結果通知」や「フォロー

アップにおける情報連携」などの項目の実施率が下がっており、コロナ禍により

これらに影響があった可能性が考えられた。一方で、受検関連スコア（都道府

県・市区町村）、受療関連スコアについては、大きな変化は見られず、コロナ禍

の影響が認められないという結果となった。この理由として、コロナ禍初年度の

2020 年度の前半には検診の中止や肝炎ウイルス検査の実施規模の縮小があった

が 2020年度の後半のコロナ感染状況が落ち着いた時期に検診の再開があったこ

とや、日本が国民皆保険制度のため、一度主治医が付くと通院を継続しやすい可

能性が考えられた。 

4. 2021 年度には、コロナ禍初年度に低下をしていたスコアが上昇傾向を示し、特

に診療連携関連スコアについては多くの都道府県でコロナ禍以前のスコアを上

回り、「フォローアップにおける情報共有」などの項目の実施率が改善していた。

その一方で、47 都道府県のスコアの分布は広がり、診療連携関連スコアの地域

差がさらに大きくなった。 

以上により、本研究では、肝炎・肝がんの疫学と対策の取り組み状況を視覚化・見える

化し、実態把握と課題を理解しやすく提示した。特に、コロナ禍において、一時平均ス

コアが下がり、その後上昇した診療連携については、地域差がさらに大きくなり、地域

の現状に応じた診療連携の構築が必要であると考えられた。一方で、受検関連スコア

（都道府県・市区町村）、受療関連スコアについては、コロナ禍において大きな変化は

見られず、コロナ禍の影響が認められないという結果となった。これに関連して、肝炎

疫学班、米国 Task force for Global health が実施した肝臓専門医を対象とした調査

において、日本はバングラデシュや世界 44カ国（日本、バングラデシュは含まれない）

と比較して、「Screening、Treatmentにコロナの影響がなかった」と回答した割合が有

意に高かった（日本：世界：バングラデシュ, HBV screening: 27.6% vs 5.8% vs 0%：

HCV screening 28.1% vs 6.8% vs 0%：HBV treatment 53.6% vs 14.6% vs 0%：HCV 

treatment：45.4% vs 8.7% vs 0%）ことが示されており、世界と比べても日本のウイル

ス肝炎をめぐる受検・受療体制がコロナ禍に対して頑健であると考えられた。本研究

は、各自治体における肝炎・肝がん対策の基礎資料になると考えられた。 
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A. 研究目的 

本分担研究では、各都道府県における肝

炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・肝癌対

策の現状と課題を把握するために、いく

つかの都道府県を選び、肝がん罹患・死亡

の現状、肝炎ウイルス検査受検状況、各種

肝炎・肝癌対策の取り組み実施率を算出

し、視覚化を試みた。 

 

B. 研究方法 

対象とした都道府県は新潟・石川・愛

媛・福岡・佐賀・鹿児島の 6 県である。

解析に用いた資料は以下の通りである。 

1. 都道府県別にみた肝癌死亡数、粗

肝癌死亡率（人口動態統計より） 

2. 都道府県別にみた10万人当たり肝

疾患専門医数（日本肝臓学会より） 

3. 各自治体における肝炎ウイルス検

査の実績（厚生労働省健康局がん・

疾病対策課肝炎対策推進室） 

4. 肝炎ウイルス検査受検率（令和2年

度 肝炎ウイルス検査受検状況等

実態把握調査（国民調査） 

5. 2022(令和4)年度 都道府県肝炎対

策取組状況調査（2021年度実績）

（表1、2） 

 

表 1. 2022（R4） 厚労省肝炎対策室肝炎対策取組

状況調査（自治体調査）調査項目 2021 年度

実績 

I. 計画・目標等（2 項目） 

対象：都道府県 

⚫ 肝炎対策にかかる計画・目標の策定につ

いて 

⚫ 肝炎対策協議会の設置状況について 

2. 肝炎ウイルス検査・陽性者へのフォロー

アップ対応（5 項目） 

対象：都道府県・保健所設置市・特別区 

⚫ 特定感染症検査等事業(肝炎ウイルス検

査)(保健所実施分・委託医療機関実施分)

について 

⚫ 肝炎ウイルス検査の市町村との連携 

⚫ 職域における肝炎ウイルス検査促進事業

について 

⚫ フォローアップ事業市町村との連携 

⚫ 妊婦健康診査受検者に対する初回精密検

査に係る取組 

3. 肝炎医療体制（4 項目） 

対象：都道府県 

⚫ 肝炎医療にかかる体制整備について（拠

点病院等連絡協議会の状況、専門医療機

関、相談体制、情報公開) 

4. 啓発（1 項目） 

対象：都道府県・保健所設置市・特別区 

⚫ 啓発の内容について 

5. 施策等 （2 項目） 

対象：都道府県 

⚫ 地域肝炎治療コーディネーター（肝炎医

療コーディネーター）、サポートについて 

⚫ 肝炎患者支援手帳の作成・配布について 

6. 健康増進事業（3 項目） 

対象：市区町村 

⚫ 健康増進事業における肝炎ウイルス健診

について 

⚫ 妊婦健康診査における肝炎ウイルス検査

について 

⚫ 肝炎医療コーディネーターについて 

 

検討した項目と解析方法は以下の通り

である。 

1．人口動態統計による肝癌死亡の状況 

人口動態統計から各都道府県の肝癌

死亡に関するデータを抽出し、以下の

項目をグラフ化した。 

➢ 都道府県別にみた肝癌死亡率・

肝癌死亡数の経年推移（2000-

2022年） 

 

2．公的事業による肝炎ウイルス受検者数 

厚生労働省健康局 がん・疾病対策課 

肝炎対策室の「各自治体における肝炎

ウイルス検査の実績」健康増進事業実

施分および HBV 陽性者数、HCV 感染の

可能性が高い者の数 

 

3．10万人当たりの肝臓専門医数(2023年

現在) 

日本肝臓学会の肝臓専門医一覧をも

とに、各都道府県における肝臓専門医

の数をグラフ化した。 

 

4. 都道府県別にみた肝炎対策取り組み

等スコア（レーダーチャート）の提示 

上記疫学統計資料と厚労省が「自治

体におけるウイルス性肝炎検査受検状

況や、ウイルス性肝炎に関する正しい
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知識の普及啓発状況、自治体の肝炎対

策の計画策定状況等についての実態把

握を目的」で行った肝炎対策取組状況

調査（自治体調査、表 1）の結果をもと

に、以下の方法で受検（都道府県・委託

医療機関実施分）・受診・受療・フォロ

ーアップ・受検（市町村実施分）・診療

連携のスコア（図 1）を算出し、肝がん

罹患・死亡や肝炎ウイルス検査受検率、

肝臓専門医数と合わせたレーダーチャ

ート（図 1）を作成した。 

 

 

 

表 2. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施分）の受検関連スコア項目 

 
 

 

 
図 1.都道府県別にみた肝炎取り組み等のスコアのレーダーチャート 
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C. 研究結果 

1.人口動態統計による肝癌死亡の状況 

10府県及び全国の肝癌死亡率と肝癌死

亡数の推移を図 2、ランキングを表 3、4

に示した。 

全国的に肝癌死亡率は減少傾向がみら

れている。2020 年から 2021 年にかけて

は岩手を除き減少している。2022年度の

47府県別にみた順位は肝癌死亡率が高い

ほうから長崎、山口、若山の順であった。 

肝癌死亡数についても全国的に減少傾

向である。2022 年の 47 都道府県別にみ

た順位は多いほうから東京、大阪、神奈川

の順であった。

 

図 2. 都道府県別にみた肝癌死亡率の推移 

 

 

表 3. 肝がんによる粗死亡率（人口 10 万人対）の高い都道府県 

     下線：中国・四国・九州地域 
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表 4. 肝がんによる死亡数の多い都道府県 

 
2．公的事業による肝炎ウイルス受検数 

6県における、健康増進事業による B型・

C型肝炎ウイルス検査受検者数（2008～2021

年）およびその陽性率（HBs抗原陽性、HCV

検査手順のフォローチャートにより HCV 感

染の可能性が高いと判定）の推移を図 3 に

示した。いずれの県においても、HBV・HCVと

もに陽性率が経年とともに減少傾向がみら

れた。 

 

 
図 3. 都道府県別にみた「健康増進事業による B 型・C 型肝炎ウイルス検査」検査受検者数と陽

性率の推移（2008～2021 年） 



58 
 

3．10万人当たりの肝臓専門医数 

47 都道府県の人口 10 万人当たりの肝臓

専門医数を図 4に示した。 

人口 10万人当たりの肝臓専門医数は、石

川、愛媛、福岡で多い。

 
日本肝臓学会：日本肝臓学会肝臓専門医一覧（令和 5年 2 月現在）をもとに算出 

図 4. 都道府県別にみた人口 10 万人当たりの肝臓専門医数（2022 年） 

 

4．2022(令和 4)年度厚生労働省肝炎対策

取組状況調査（2021年度実績）を用い

た各都道府県の肝炎対策の実施状況 

図 5 に 6 県における肝炎対策取り組

み標準化スコア、肝臓専門医数、肝炎ウ

イルス検査受検率、肝がん罹患・死亡を

レーダーチャートで示した。6県の中で

も肝炎対策の取り組みに地域差がみら

れた（図 6）。図 7に 6都道府県の診療

連携関連スコアついて 4 年間の推移を

みたところ、コロナ禍初年度である2020

年度には、受診関連スコア、フォローア

ップ関連スコア、診療連携関連スコアが

減少傾向を示し、特に受診関連スコア・

診療連携関連スコアにおいて大きく低

下が認められた。一方で、受検関連スコ

ア（都道府県・市区町村）、受療関連ス

コアについては、大きな変化は見られな

かった。 

2021 年度には、コロナ禍初年度に低

下していたスコアが上昇傾向を示し、特

に診療連携関連スコアについては多く

の都道府県でコロナ禍以前のスコアを

上回り、「フォローアップにおける情報

共有」などの項目の実施率が改善してい

た。その一方で、47都道府県のスコアの

分布は広がり、診療連携関連スコアの地

域差がさらに大きくなった。 
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図 5. 2022(令和 4)年度厚生労働省肝炎対策取組状況調査（2021 年実績）をもとにした 

6 県の肝炎対策の取り組みスコアの比較 

 

 

 

 
 

図 6.肝炎対策取り組みスコアの推移 
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図 7.診療連携関連スコアの推移 
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D考察&E結論 

本分担研究では、各都道府県における肝炎・

肝癌の動態、診療連携や肝炎・肝癌対策の現

状と課題を把握するために、新潟・石川・愛

媛・福岡・佐賀・鹿児島の 6 県の肝炎・肝癌

に関する疫学データや対策実施状況の視覚化

を試みた。その結果、以下のことが明らかに

なった。 

1. 肝癌死亡率・死亡数は全国的に低下

がみられ、特にもともと高かった都

道府県（佐賀、福岡など）ではその

変化が著しい。一方、近年、全国的

に死亡率が低下したため、佐賀など

人口の少ない都道府県では死亡率

順位の頻繁な入れ替わりが見られ

た。 

2. 2008-2021 年における 6 県の【健康

増進事業による肝炎ウイルス検査】

数および陽性率について、いずれの

県においても陽性率の経時的な低

下傾向がみられた。 

3. 2018-2021 年の都道府県別にみた肝

炎対策の取り組み状況のうち、6 種

類のスコア化を行い、4 年間の推移

をみたところ、コロナ禍初年度であ

る 2020 年度には、受診関連スコア、

フォローアップ関連スコア、診療連

携関連スコアが減少傾向を示し、特

に受診関連スコア・診療連携関連ス

コアにおいて大きく低下が認めら

れた。大きくスコアが減少した要因

として、「陽性者への結果通知」や

「フォローアップにおける情報連

携」などの項目の実施率が下がって

おり、コロナ禍によりこれらに影響

があった可能性が考えられた。一方

で、受検関連スコア（都道府県・市

区町村）、受療関連スコアについて

は、大きな変化は見られず、コロナ

禍の影響が認められないという結

果となった。この理由として、コロ

ナ禍初年度の 2020 年度の前半には

検診の中止や肝炎ウイルス検査の

実施規模の縮小があったが 2020 年

度の後半のコロナ感染状況が落ち

着いた時期に検診の再開があった

ことや、日本が国民皆保険制度のた

め、一度主治医が付くと通院を継続

しやすい可能性が考えられた。 

4. 2021 年度には、コロナ禍初年度に低

下をしていたスコアが上昇傾向を

示し、特に診療連携関連スコアにつ

いては多くの都道府県でコロナ禍

以前のスコアを上回り、「フォロー

アップにおける情報共有」などの項

目の実施率が改善していた。その一

方で、47 都道府県のスコアの分布は

広がり、診療連携関連スコアの地域

差がさらに大きくなった。 

以上により、本研究では、肝炎・肝がんの

疫学と対策の取り組み状況を視覚化・見え

る化し、実態把握と課題を理解しやすく提

示した。特に、コロナ禍において、一時平

均スコアが下がり、その後上昇した診療連

携については、地域差がさらに大きくなり、

地域の現状に応じた診療連携の構築が必要

であると考えられた。一方で、受検関連ス

コア（都道府県・市区町村）、受療関連スコ

アについては、コロナ禍において大きな変

化は見られず、コロナ禍の影響が認められ

ないという結果となった。これに関連して、

肝炎疫学班、米国 Task force for Global 

healthが実施した肝臓専門医を対象とした

調査において、日本はバングラデシュや世

界 44 カ国（日本、バングラデシュは含まれ

ない）と比較して、「Screening、Treatment

にコロナの影響がなかった」と回答した割

合が有意に高かった（日本：世界：バング

ラデシュ, HBV screening: 27.6% vs 5.8% 

vs 0%：HCV screening 28.1% vs 6.8% vs 

0%：HBV treatment 53.6% vs 14.6% vs 0%：

HCV treatment：45.4% vs 8.7% vs 0%）こ

とが示されており、世界と比べても日本の

ウイルス肝炎をめぐる受検・受療体制がコ

ロナ禍に対して頑健であると考えられた。

本研究は、各自治体における肝炎・肝がん

対策の基礎資料になると考えられた。 
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